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低消費電力（４０ｍＷ）の双方向通信ユニットの開発

Development of data transmitter and receiver units using weak radio waves.
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　海底における観測では，親局から電源を供給しつつ，子局のデジタルデータが取得できれば便利である．開発予定
の双方向データ通信ユニットは一本の同軸ケーブルで子局１０局に電源を供給しつつ，各子局を選択してデジタルデー
タを取得できる．電源用の同軸ケーブルをデータ伝送用の微弱電波のアンテナとして利用する点がポイントであり，帯
域が異なる３種の微弱電波により双方向通信をする．双方向通信ユニットの特徴は以下の様である．
　１）同軸ケーブルに供給できる電流は，ＤＣ４８Ｖ，最大１．５Ａである．
　２）親局から子局に１．２キロビット／秒の制御信号が伝送できる．
　３）子局から親局に１１５．２キロビット／秒でデータを伝送できる．
　４）子局から親局に９．６キロビット／秒でデータを伝送できる．
　５）３種のデジタル信号は混信することはない．
　６）データ送受信距離は５Ｄ２Ｖなら１．８Ｋｍ，８Ｄ２Ｖなら２．５Ｋｍである．
　７）同軸ケーブルには，親局１局に対し，最大１０局まで子局が設けられる．
　８）１１５．２キロビット波，及び，９．６キロビット波の送信時の消費電流は，５Ｖ，７ｍＡ以下である．
　９）子局は，２０μＡの待機電流で，１．２キロビット波による親局からの制御信号を受信できる．１．２キロビッ

ト波はＤＣ変化にも対応しており，タイムマークとしてＰＰＳ信号を伝送できる．
１０）微弱電波でデータ伝送するため，外部から侵入する誘導電圧からエレクトロニクスを強力に保護できる．
　　
　海底にて観測する場合であれば，２．５Ｋｍの同軸ケーブルに２００－３００ｍ間隔で地震観測点や水圧観測点を

１０点まで設けることができる．１１５．２キロビット波を利用すれば，４０ｍＷの消費電力で２．５Ｋｍ先から地震
データを伝送できる．
　同じ同軸ケーブルに子局として地震観測点と水圧観測点を混在させれば，２つの観測システムを共存させることが

できる．すなわち，地震のデータは１１５．２キロビット波を，水圧観測点のデータは９．６キロビット波を利用する
システムを構築すれば，それぞれが独立に子局にアクセスしてデータを収録できる．
　同軸ケーブルには，合計１．５Ａの電源が供給できるため，省電力観測システムであれば，親局に電源を設けるだけ

で，同軸ケーブルを介して供給される電源で子局の観測が維持できる．0.02mAの待機電流であるため，子局にデータが
蓄積した頃を見計らって制御信号を送り，子局のデータ送信部に電源を入れ，１１５．２キロビット波で，瞬時にデー
タを取得することもできる．

　この双方向通信ユニットは，陸上で行う地震のアレー観測にも便利なツールである．親局から同軸ケーブルで電源
の供給を受けつつＡ／Ｄ変換し，そのデータを数秒間遅延させる．親局からは１．２キロビット波でＰＰＳ信号を送り
ながら，時分割で子局を選択して１１５．２キロビット波の電源を入れ，遅延させたデータを同じ同軸ケーブルを介し
て親局に伝送する．既存の観測システムでアレー観測を行うためには，多芯の複合ケーブルが必要であるが，このケー
ブルを１本の同軸ケーブルで代用できる．しかも，地震計の近傍でＡ／Ｄ変換できるため，高品質のデータが得られる．
この場合も，データ伝送のための消費電力は，アレー全体で４０ｍＷ以下である．
　メインの幹線ラインとしての同軸ケーブル８Ｄ２Ｖを東西に延ばし，この幹線上に子局を設け，それぞれの子局をサ

ブの親局として，左右に２．５Ｋｍ同軸ケーブルを延ばし，その同軸ケーブル上に孫局を設ければ，２５Ｋｍ平方内に
多数（総数４００点）の地震観測点が設けられる．各観測点で，１００Ｈｚ，２４ビットのデータを得るとしても，時
分割処理で，全データを収録可能である．（ただし，子局では，孫局からのデータを受信する電波と，親局へデータを送
信する電波が混信するため，光ファイバー等の手段で分離する必要がある．）
　
この双方向通信ユニットは，ボアホール孔内で多点の観測をする場合にも便利なツールである．ボアホール孔に複数

のケーブルを挿入すると相互にケーブルが絡み合ってしまう．しかし，このユニットであれば，複数の深度のデータが
取得できるし，地震データの様なデータ量が多い項目と水位や水温のようにデータ量が少ない項目との共存ができる．


